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石炭火力発電輸出の方針変更について

令和2年7月9日に決定したインフラ海外展開に関する新戦略の骨子において、石炭火力発電の輸出の方針を変更した。

【新たな方針】
➢ 相手国のニーズを深く理解した上で、CO2排出削減に資するあらゆる選択肢の提案やパリ協定に基づく長期戦略などの

脱炭素化に向けた政策の策定支援を行う、脱炭素移行型のインフラ輸出支援を推進していくことを基本方針とした。
➢ 石炭火力発電の輸出は、相手国のエネルギーを取り巻く状況・課題や脱炭素化に向けた方針をしっかり把握していな

い国に対しては、政府としての支援を行わないことを原則とした。
➢ ４要件は以下のように厳格化した。

相手国のエネルギーを取り巻く状況・課題や脱炭素化に向けた方針をしっかり把握した上で、
• なお、当面石炭火力発電を選択せざるを得ない国に限定し、
• 脱炭素化へ向けた移行を進める一環として要請があった場合に限り、
• 相手国が脱炭素化に向かい、発展段階に応じた行動変容を図ることを条件とした上で、
• 環境性能がトップクラスのもののみを対象とする。
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エネルギー供給に対する全世界の年間平均投資額 ➢ 公表政策シナリオにおける年次平均投資は、2040年までに約
2.7兆ドルに。投資は石炭から再生可能エネルギーやネットワーク
更新・貯蔵へ。エネルギー効率への投資は2040年までに3倍に。

➢ 持続可能な開発シナリオにおいては、公表政策シナリオよりも20％
投資が多く、2040年には年3.2兆ドルへ。化石燃料への投資は
激減し、再生可能エネルギー、エネルギー効率、低炭素技術へ。

＜参考＞エネルギー分野への投資額見込み （出典：石炭火力発電輸出ファクト集2020）

出所：IEA ” World Energy Outlook 2019”より環境省作成
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2030年に向けた都市における投資ポテンシャル（セクター、地域ごと）

出展 Climate Investment Opportunities in Cities, IFC report 2018


